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【論 文】 
EU 会計制度と Brexit 
小関 誠三 
 
要 旨 
2006 年 6 月 23 日の国民投票によって、イギリスは EU からの離脱が決まり、現在離脱
の要件を満たすための手続きに入っている。この EU からのイギリスの離脱（Brexit）の手
続きが、期限内に完結するかはさておき、この Brexit による影響は EU 域内単一市場、ヒ
ト、モノ、カネおよびサービスの 4 つの領域における自由移動に強く反映されることにな
る。それでは、Brexit の主因はヒト、すなわち移民問題にあると思われるが、カネ（資本）
の自由移動の基盤を形成する会計の分野にはどのような影響がもたらされ、それによって
EU 会計制度にはどのような変化が生じることになるのか。 
本稿では、Brexit による EU 会計制度の変化に焦点をあて、その要因が 1973 年のイギリ
スの EC 参加に纏わる「真実・公正な描写（true and fair view）」の導入および IAS 適用
の要件のひとつである「公共の利益」概念1に遡ることができること、言い換えれば、アン
グロ・サクソン型の会計と大陸欧州型の会計との融合に際して生じる会計フレームワーク
の多様性（diversity）に帰着することを指摘する。 
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1.はじめに 
昨年の国民投票で可決されたブレグジット（Brexit）の公式な手続きが進行中である。こ
れに伴って、欧州進出企業の拠点の変更が始まっている。このことは、Brexit によって EU
域内単一市場において一律に認められるパスポート制2の効力が失われるので、そのマイナ
スの要素を回避するための措置が採られていることを意味している。 
EU 域内単一市場におけるヒト、モノ、カネおよびサービスの自由移動に対する Brexit の
影響は、このような財貨・サービスの自由移動の障害となる要因、例えば関税についてばか
りではなく、カネ（資本）の自由移動の基盤を形成する国際会計基準（IFRS）との関係か
らする EU 会計制度にも変化がもたらされる可能性がある。 
それでは、どのような影響が EU 会計制度に及ぼされてゆくことになるのか。EU 会計制
度は、[E C (2013a)]による報告書、通称 Maystadt Reort 以降、IFRS の承認にあたって、
                                                  
1 [E C (2002)]の第 3 項 2 の規定での原語は European public good となっているが、これと同義である。 
2 EU 加盟国の特定の金融当局から認可を受ければ、EU 域内に拠点を置く金融機関（投資銀行）は、EU 域内全域で金
融サービス業務を行うことができる制度。 
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欧州固有の会計理念の確立に関心を寄せており、Brexit の実現によってこの傾向は一層促
進されるものと思われる。[小関(2013)] で考察されたように、既にフランス会計制度である
PCG との関係から考察された OHADA 会計は、アングロ・サクソン型の会計と大陸欧州型
の会計との融合3に関わるものであった。これに対して、Brexit という現象は 2 つの会計型
の分離を意味し、欧州固有の会計理念の確立を推進させる要因となろう。 
 
2.EU 加盟諸国におけるイギリスの位置づけ 
表 1 の EU 形成略年史に示されているように、イギリスが EU の前身である欧州共同体
EC*（European Community）に加盟したのは 1973 年であった。この前後、イギリスは失
業の増大とインフレが進行する、いわゆるスタグフレーション（stagflation）に見舞われ、
「英国病」とも呼ばれる経済状況にあった。周知のように、この状況を打開するために後に
サッチャー（Thatcher,Margaret）による経済改革が行われてゆくことになる。 
それでは、このイギリスの EC*への参加は、どのような意味をもっているのであろうか。
イギリスは 1960 年に、オーストリア、 スイス 、デンマーク、ノルウェー 、スウェーデ
ンおよびポルトガルを結集し、7 ヵ国によって欧州自由貿易連合(EFTA)を結成している。
この EFTA は、1958 年に発足した EC＊の前身である欧州経済共同体(EEC)の非加盟国であ
ったイギリスの主導のもとに、 EEC に対抗して欧州での主導権の獲得を目指して結成され
たものであり、EFTA と EEC は欧州における二大勢力を形成することになる。ところが、
その後、EFTA 加盟諸国のうちイギリス、オーストリア及びデンマークが EFTA から脱退
し、EC＊に参加することになる4。したがって、図 1 に示されているように、現在の EFTA
構成国はスイス、ノルウェー、アイスランド及びリヒテンシュタインである。 
このように、EFTA と EEC との関係をみると、イギリスが EC＊に加盟した 1973 年とい
う時代はイギリスが経済的にもがき苦しんでいた時期であり、当時のイギリスは大陸欧州
諸国と手を繋ぐことで「英国病」からの回復の道を探し求めたとも言える。このイギリスの
EC*への参加は、会計の観点からすれば、アングロ・サクソン型の会計と大陸欧州型の会計
との衝突を生じさせることになる。その典型が、イギリスの会計規範の最高概念である「真
実・公正な描写（true and fair view）」を大陸欧州型の会計に導入させることであった。こ
の問題は、大陸欧州においては、長い検討期間を要したが、最終的に欧州会社法第 4 号指令
（個別計算書）第 2 条第 3 項および第 7 号指令（連結計算書）第 16 条第 3 項に規定され
た。ここに、アングロ・サクソン型の会計と大陸欧州型の会計との融合が試行されることに
なる。 
 
 
 
                                                  
3 [Ngantchou, A.(2011)]の論文の表題となっている。 
4 ただし、イギリスとデンマークは非ユ－ロ国である。 
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表１EU 形成略年史 
1948 年：ベネルクス（ベルギー、オランダおよびルクセンブルグ） ３国関税同盟 
1952 年：ECSC（欧州石炭鉄鋼共同体）の結成；旧西ドイツ、フランス、イタリアおよびベ
ネルクス３国 
1958 年：ローマ条約締結；EURATOM（欧州原子力共同体）および EEC（欧州経済共同
体）の発足 
1960 年：EFTA（欧州自由貿易連合）の結成；イギリス、オーストリア、 スイス 、デン
マーク、ノルウェー 、スウェーデンおよびポルトガルの 7 ヵ国 
1967 年：ECSC、EURATOM および EEC の一本化による EC※（欧州共同体）の誕生 
1973 年：EC※ ９ヵ国（イギリス、アイルランドおよびデンマークの加盟） 
1979 年：EMS(欧州通貨制度）開始 
1981 年：EC※ １０ヵ国（ギリシャの加盟） 
1986 年：EC※ １２ヵ国（スペインとポルトガルの加盟） 
1992 年：マーストリヒト条約調印 
1993 年：EU（欧州連合)形成；単一市場開始 
1995 年：EU １５ヵ国（オーストリア、フィンランドおよびスウェーデンの加盟） 
1997 年：アムステルダム条約調印 
1999 年：Euro の導入 
2002 年：Euro へ の全面移行（通貨流通） 
2004 年：EU ２５ヵ国（エストニア、ラトビア、リトアニア、チェコ、スロバキア、 
      ポーランド、ハンガリー、スロベニア、キプロスおよびマルタの加盟） 
2005 年：上場企業の連結計算書の IFRSs へ の準拠 
2007 年：EU ２７ヵ国（ブルガリアとルーマニアの加盟） 
2013 年： EU ２８ヵ国（クロアチアの加盟） 
2016 年：国民投票によるイギリスの EU 離脱の決定 
2017 年：イギリスが EU からの完全離脱を表明（離脱手続の開始） 
 
凡例： 
     OUT（EU 未加盟国）  
下 線    Euro 未導入国 
下 線   EFTA を脱退し EC*に参加した国 
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３.イギリスの EU との新協定締結モデル 
上の EU 加盟諸国におけるイギリスの位置づけで考察されたように、欧州での主導権の
獲得を目指して結成された組織との関係は、欧州諸国における EU 参加国、Euro の導入国
およびシェンゲン協定国5との関係として、図１のように示される。 
 
図 1  欧州諸国における EU 参加国/Euro 導入国/シェンゲン協定国 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所）[HM Government(2016)p.11] 
 
現在イギリスは、EU との財貨・サービスの取引において関税が掛からないなど、EU の
域内単一市場に参加することのできるメリットを享受している。このような通商上のメリ
ットッは、Brexit が成立し、EU 法のイギリスへの適用が停止するならば、これと同時に
喪失することになる。そのため、イギリスは EU と早急に新たな協定を結ぶことが必要に
なる。 
                                                  
5 欧州諸国間において国境検査なしで国境を越えることを許可する協定に参加している国。 
 5 
 
この点について、[HM Government(2016)Chapter3]は、選択の対象となるいくつかの協
定モデルについて検討している6。その主要な選択肢は、EU 法をどの範囲まで受容するか
によって以下のように区別される。 
・ノルウェー型：これは、欧州経済領域（EEA）7に参加することによって、従来と同様
に単一市場へのアクセスを確保する。EEA 協定は基本的には EU 法と同質のものであり、 
EU 域内単一市場への参加が可能となるので、イギリス経済に対してマイナスの影響が及ぼ
されることはほとんどない。だが EEA 協定は、Brexit の主要因である移民の受入れ問題を
解消することはできないし、EU 法と同質の性格をもつものであるので8、EU 予算への拠出
も必要となり、財政面でのメリトは大きくない。 
・スイス型：これは、EFTA への加盟とともに、EU との二国間協定（bilateral agreement）
を複数締結するもので、自由貿易圏の構築を出発点として、bilateralⅠ（ヒトの自由移動、
公的調達、農業及び研究などの 7 分野）、bilateralⅡ（パスポートなしでの域内自由移動を
認めるシェンゲン協定、メディア、環境、教育及び経済統計などの 9 つの合意を集約した
協定）、そして 2004 年以降には通商以外に、司法、警察、防衛、年金および税制などの二
国間協定が成立している。この二国間協定には、金融部門に関する合意が含まれていない
ので、スイスの金融機関が EU 域内で営業する場合には、EU 域内に現地法人を設立する必
要がある。またスイスは、二国間協定の一部として、EU 予算への拠出を行うことになって
いる。 
このように、スイスは、二国間協定を複数結ぶことによって、EU 域内単一市場に参加し
ているので、上のノルウェー型と同じように関連する法制は基本的に EU 法に近いもので
ある。ただし EFTA のみで EEA 協定に参加していないスイスは、ノルウェー型では、EEA
協定に含まれる関連法規が EU で変更されるならば、その法制も変更されなければならな
いけれども、その法制の変更の必要はない。 
・カナダ型：これは、イギリスが EU との自由貿易協定（FTA）に基づいた経済関係の
構築を目指すものであり、そこには、通商政策に関する協定が中心で租税や社会保障及び移
民についての項目は含まれていない。したがって、EU 法の受容は通商に関わるものに限定
され、上のノルウェー型やスイス型とは異なり、ヒト（移民）の自由移動に関する制限や EU
予算への拠出も生じない。しかし、EU 単一市場への参加が容認されないので、FTA の交渉
内容によっては、イギリスから EU への輸出財に関税が生じたり、サービスに関して非関
税障壁が発生したりする。このカナダ型でも、金融機関の EU 単一市場へのアクセスは認
められない。 
・WTO 型：これは、イギリスは EU と何の協定も結ばないというものであり、世界貿易
機構（WTO）の枠組みに従って、EU との通商取引が行われ、EU の最恵国関税率によって
                                                  
6 [吉田(2017)]では、同じ文献に基づいて「みずほ総合研究所」によって整理されたモデルが紹介されている。 
7 EU と EFTA との間で結ばれた協定によって設けられた枠組みであり、EFTA 加盟国が EU に加盟することなく EU
単一市場に参加することができ、ヒト、モノ、カネおよびサービスの自由移動が認められる。 
8 ただし、通商政策の共通化を狙いとしていないので、関税同盟の性格をもたない。 
144
 4 
 
３.イギリスの EU との新協定締結モデル 
上の EU 加盟諸国におけるイギリスの位置づけで考察されたように、欧州での主導権の
獲得を目指して結成された組織との関係は、欧州諸国における EU 参加国、Euro の導入国
およびシェンゲン協定国5との関係として、図１のように示される。 
 
図 1  欧州諸国における EU 参加国/Euro 導入国/シェンゲン協定国 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所）[HM Government(2016)p.11] 
 
現在イギリスは、EU との財貨・サービスの取引において関税が掛からないなど、EU の
域内単一市場に参加することのできるメリットを享受している。このような通商上のメリ
ットッは、Brexit が成立し、EU 法のイギリスへの適用が停止するならば、これと同時に
喪失することになる。そのため、イギリスは EU と早急に新たな協定を結ぶことが必要に
なる。 
                                                  
5 欧州諸国間において国境検査なしで国境を越えることを許可する協定に参加している国。 
 5 
 
この点について、[HM Government(2016)Chapter3]は、選択の対象となるいくつかの協
定モデルについて検討している6。その主要な選択肢は、EU 法をどの範囲まで受容するか
によって以下のように区別される。 
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6 [吉田(2017)]では、同じ文献に基づいて「みずほ総合研究所」によって整理されたモデルが紹介されている。 
7 EU と EFTA との間で結ばれた協定によって設けられた枠組みであり、EFTA 加盟国が EU に加盟することなく EU
単一市場に参加することができ、ヒト、モノ、カネおよびサービスの自由移動が認められる。 
8 ただし、通商政策の共通化を狙いとしていないので、関税同盟の性格をもたない。 
145
 6 
 
関税が掛けられる。金融サービスについても、スイス型およびカナダ型を採用する場合と同
様に、EU 域内に現地法人を設置して規制当局の承認を得る必要があり、イギリスから EU
域内への法人の移転が不可欠となる。この WTO 型は、EU 法の影響を受けないので、移民
の制限が可能であり、EU 予算への拠出の必要もない。 
EU の域内単一市場はヒト（移民）、モノ（財貨）、カネ（資本）、サービス（金融）の 4 つ
の自由移動を基盤としており、EU は域内単一市場の概念はこの 4 つの自由移動とは不可分
であるとしている。イギリスの EU 離脱の要因は、これら 4 つのうちヒトの自由移動、す
なわち移民の受け入れには制限を設けたいと考えている。カネの自由移動とは投資に関し
て制限を設けないということであり、この自由移動を支える基盤が会計による業績評価で
あり、その評価は共通の会計基準によって判断されなければならない。イギリスの EU 離
脱はこの共通の基準からの離脱に関わるものであり、EU の会計制度において承認される国
際会計基準とイギリスの国際会計基準に対する立場との相違が業績評価に反映されること
になろう。換言すれば、この問題は、大陸欧州型とアングロ・サクソン型との会計観の相違
に帰着することになろう。 
Brexit 後の新協定の締結については、上に見たように様々なモデルが検討されている。
考察された各種モデルのメリットまたはデメリットからすれば、それらのモデルのうち、
Brexit の要因となった移民問題の解消を除き、通商および金融の分野におけるメリットを
維持ないし享受するために、カナダ型の採用が有力視されていることは首肯できる。 
それでは、このような新協定締結の選択は、EU の会計制度にどのような影響を及ぼすこ
とになるのであろうか。 
 
4.EU 会計制度の展望 
概して Brexit は、大陸欧州型の会計の特徴を維持することを可能にし、国際会計基準と
異なる会計理念の増強を進展させてゆくことができるとされる。 
[E C (2015)]による「IAS 適用に関する EC 規定の評価」は、欧州委員会特別アドバイザ
ーである Maystadt, Philippe の IFRS 開発への EU の影響力の強化に関する提言、[E C 
(2013a)]通称 Maystadt report に基づいて行われた。 
その評価は、IAS 基準の目的に合わせて、有効性（effectively）、目的適合性（relevant）、
効率性（efficiently）、一貫性（coherence）、EU の付加的価値(EU added-value)の 5 つの指
標を軸として、全体で 42 の質問形式のパブリック・コンサルテーション［E C (2014a)］を
設け、それに対する回答を中心にして行われた。 
その結果、この回答の評価においては、IFRS による財務諸表の品質の良さ、コストを上
回る IFRS の有効性、エンドースメント（承認）プロセスの存在、エンフォースメント（執
行）のための適切なメカニズムの存在などが好感をもって受け入れられた。 
これに対して、IFRS の開発や作成プロセスについては批判的な傾向があり、会計規制委
員会（ARC）や欧州財務報告諮問グループ（EFRAG）の構造改革も辞さないことが指示さ
 7 
 
れ、EC 委員会は、2014 年 7 月に Maystadt report にしたがって EFRAG の改革を実施し、
[EC(2014b)]でそれによって達成された進歩についての報告を[EC(2014b)]において行い、
今日までになされたその進歩について好意的な結論を下している。その改革は、修正された
EFRAG の法令や内部規則が発効した 2014 年 10 月 31 日に実現した。それは、公共の利益
と民間の利益のバランスした代表者をもって、その立場の正当性（legitimacy）を強調する、
また満場一致で表明される欧州の目的に貢献するという観点で、新しい EFRAGの理事会、
その新しい意思決定機関の構築に関わっていた。 
このような Maystadt report に対しては、IFRS 財団やイングランド・ウエールズ勅許会
計士協会（ICAEW）などから、若干の修正を希望するコメントが寄せられているが、その
趣旨ついては概ね同意が得られている。しかしながら、ここで指摘しなければならないのは、
EU 加盟国であるイギリス最大の会計士協会である ICAEW の Executive Technical 
Director である Hodgkinson,Robert が、Maystadt report の最終報告がなされる前に、
[ICAEW(2013)]において、それらの提案に対して次のような 3 つのコメントを寄せている
ことである。 
・≪欧州における IFRS ≫では、IFRS の提案を支える国際会計基準審議会（IASB）固
有の見解に従うことがふさわしい場合、欧州機関がその継続を認めたならば有益である。
またこのことは、EU における「公共の利益」の概念に沿うものであることが指摘される。 
・≪欧州構造の改革≫では、Maystadt report の草案で提案されている EFRAG の改革に
ついて、EFRAG の責任業務を欧州証券市場監督局（ESMA）に移転することを拒否する
提案に賛意を表すとともに、構造改革が達成されるための理事会の創設やその構成員、こ
の理事会と改編された技術専門グループ（TEG）との関係および EFRAG の代表者など
について、いくつかの勧告を行っている。 
・≪承認メカニズム≫では、Maystadt report においてなされた 2 つの付加された基準の
提案に対して強い警告がなされている。すなわち、会計基準は‘その地域の経済発展を妨
げる’ないしは‘金融の安定性を危険に晒す’ようなことがあってはならない。資本提供
者による透明性の受容、誠実に象徴される財務情報は、投資意思決定の基礎であり、また
それ自体金融市場の効率的な活動を支えるものと考えることができる。 
会計上の解明は、社会政策または経済政策の目的に従うのではなく、投資者、すなわち
IASB フレームワークのもとでの年次財務諸表の主要な利用者の情報ニーズに合致する目
的に到達する際のメリットについて主に決定されるべきである。経済発展や金融の安定性
が承認プロセスで考慮されなければならない限りでは、われわれはこのことが公平に「欧州
の公共の利益（European public interest）」に配慮するための既存の要求の範囲に入ると考
える。しかしながら、われわれの見解では、金融の安定性や慎重性の管理は、主に会計基準
設定の制度を通じて常に実現されるべきである。 
この Hodgkinson,Robert による Maystadt reportの承認メカニズムについてのコメント
は、直接的な表現を避けているが、Maystadt report が弾力的な情報提供の一環として示し
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た社会政策または経済政策の目的に関連する情報提供の有効性を全面的に押し出すのでは
なく、投資者の意思決定に資する情報提供の観点こそ優遇されるべきものであることを指
摘しているものと思われる。 
こうして、IAS 適用に関する EC 規定の評価についての欧州委員会スタッフのワーキン
グ文書が公表される運びとなったのであるが、その評価の基準について若干のコメントを
する必要がある。それが[E C (2015)p.8.]で採りあげられている、EU での付加的価値（EU 
added-value）9である。 
1990 年代後半の企業の国際化、単一市場及び金融市場のグローバリゼーションの達成は、
上場企業のために共通の会計言語を見出す必要性に導いた。それらのいくつかは、各国基準
での計算書（national accounts）10が国際的に承認されなかったので、国際基準または US
基準のもとで補足的な勘定集合を整備しなければならなかった。EU は、加盟諸国間の異な
った会計的伝統を調和化させる困難が、会計指令の十分な強化を妨げたので、ひとつの規定
を通じて上場企業のために IFRS を適用することを決定した。 
明らかになったことは、既定の目標が有効性（effectively）や効率性（efficiently）に到達
したこと、またそれらが変わらず目的適合性（relevant）を備えていることを証明した。ま
た今日まで、IFRS に代わる充分に定義された選択肢はまだない。それゆえ、規定は、共通
の国際会計言語を通じて、また国際基準の開発における強力な EU の主張を斟酌すること
によって、交錯する障害を取除き、EU に付加的な価値を提供し続けている。 
またその立証は、規定の適用の強制範囲と加盟諸国についての国民レベルでの IFRS の
利用を拡張する選択肢との間のバランスが、固有の従属性（subsidiarity）や均斉性
（proportionality）を保障することを明らかにした。加盟諸国は、特定の経済的および法的
環境を考慮するさまざま方策の選択肢を実行した。その結果、IFRS の強制利用は、非上場
会社または個別財務諸表にまで広範に拡張されなかった。 
IFRS 財団による Maystadt Report に対するコメント[IFRS Foundation(2013)]も IFRS
財団による「IAS 適用に関する EC 規定の評価」の内容[IFRS Foundation(2014)]も、先に
見たように、EU での IFRS 適用についての評価が概ね良好であったことについては満足し
ているものの、後に問題とする「EU の公共の利益」概念に裏打ちされる経済政策や社会政
策の視点の強調については疑義を抱いている。これは会計基準作成のための概念フレーム
ワークに関わるもので、IFRS 財団の支持する透明性の概念と Maystadt Report、ひいては
「EU の公共の利益」概念との相違から具体的な問題を浮上させることになる。 
この点に関連して、 [Irvine, J. (2016)]は、「Brexit は EU と UK の会計フレームワーク
の多様性に結びつく可能性がある。」と題して、企業の業績評価のためには Environmental 
                                                  
9 この点に関しては、同じ文献を扱っている[佐藤(2015)]や[弥永(2017)]において、明確な説明がなされていない。EU 
added-value という原語を直訳すれば、EU の付加価値となるが、内容説明からすれば、経学上の概念である付加価値で
はなく、EU 会計制度に対して新たに付加された価値ということになろう。 
10 原語を直訳すれば国民勘定となるが、これは国民会計ないし国民経済計算を指示しているのではなく、各国のローカ
ル基準に基づいて作成された計算書を意味している。 
 9 
 
Social and Governance（ESG）情報への配慮が必要性であるとし、Brexit 後は、例えば
[E C (2013b )]で規定されているような非財務情報や情報の多様性に関する ESG 情報の提
供を回避することができることになるので、このような配慮とは異質な会計制度の形成が
生み出される可能性を指摘している。 
このことは、イギリスが EU と交渉する離脱事項に依存することになるけれども、最も
起こりそうな変更のひとつは、イギリスは新しい基準の採用について、EU の承認プロセス
を採らずにその評価をしないで済ますことである。 
「EU 離脱後、イギリスは、EU 会計制度が採用する IFRS を使用しないであろうことが
当然想定される」とイギリスの財務報告評議会（FRC）の広報担当者が述べているように、
Brexit 後のイギリスはもはや EU 法の規定によって拘束されない。それゆえイギリスは、
EU 会計制度とは異なることになり得る IFRS そのものの解釈版（version）を採用するこ
とができることになる。企業の業績評価に際して ESG 情報への配慮の必要性を主張する立
場からすれば、このことは、IFRS それ自体の理念とは異なった会計規定の構造があること、
すなわち別の概念フレームワークがあることを意味することになる。表題における多様性
の文言はこのことを指示しており、大陸欧州型とアングロ・サクソン型との概念フレームワ
ークの相違に纏わる会計規定の構造は、財務諸表の表示内容の多様性を生み出すことを意
味することになる。 
 
5.むすび 
[FRC (2016)pp.40-41]が指摘しているように、イギリスが EU にとどまる限り、新しい
IFRS の採用のための立法上のフレームワークは同じままであるが、新しい IFRS について
は、再調査が行われ、基準ごとにその採用の可否が決定されることになる。したがって、
IFRS 15：顧客との契約による収益、IFRS 9：金融商品および IFRS 16：リースなど、最近
公表された基準やその現在の採用事情については、施行日以前に、またその日が近づく時、
将来の基準のインパクトについて、詳細で記述的な財務諸表での開示を前提とすることで、
大きな変化を蒙ることはないだろう。 
しかしながら、新しい IFRS の採用については、上に見てきたように、その採用に際して
EC に助言を与える EFRAG は、伝統的な技術的分析と並んで、それらの潜在的に広範な経
済インパクトについて配慮をするように、IASB の基準設定機関に欧州の影響を強めること、
また新しい基準についての EFRAG の承認アドバイスの範囲を広げることを目的とする重
要な改革を実施してきた。 
FRC は、これらの改革を支持し、EFRAG の活動において積極的な役割を演じ続けると
表明しているが、経済成長や金融安定への潜在的インパクトのような事柄についての配慮
は、IFRS 財団の強力なサポートを必要とし、また IFRS が資本市場に対して透明性を提供
することに貢献する必要がある。 
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Maystadt report に対するコメント[ICAEW(2013)] で指摘されていたように、このよう
な配慮はアングロ・サクソン型と大陸欧州型との会計理念の相違の問題に連なるものであ
り、既に両者を融合する試みの難しさが示されている。だが Brexit を契機として、「欧州の
公共の利益」の概念に裏打ちされた会計理念が浮上し、大陸欧州型の会計が伝統的に重視し
てきた福祉国家モデルを再興するための会計制度の構築の必要性が甦る可能性も否定でき
ない。 
 
略 称 
AIM: Alternative Investment Market 
EEA : European Economic Area 
EC＊：European Community  
EC：European Commission 
ECSC：European Coal and Steel Community 
EEC ：European Economic Community 
EFTA：European Free Trade Association 
EFRAG: European Financial Reporting Advisory Group 
EPA：Economic Partnership Agreement 
FRC： Financial Reporting Council 
ESMA: European Securities and Markets Authority  
FTA：Free Trade Agreement 
HM Government = UK Government 
ICAEW: Institute of Chartered Accountants in England and Wales 
IASB: International Accounting Standards Board 
OHADA ：Organisation pour l'Harmonisation en Afrique du Droit des Affaires 
PCG：Plan Comptable Général 
WTO：World Trade Organization 
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The EU accounting system and Brexit, 
Seizou KOSEKI 
 
Abstract: 
As a result of the referendum on June 23rd 2006, the UK has chosen to withdraw from 
the EU and procedures are in progress to meet the withdrawal requirements. 
Regardless of whether those procedures are completed within the deadline or not, 
Brexit will have a significant impact on the EU single market and on the free movement 
of “people”, “goods”, “money” and “services” therein. Brexit appears to have been chosen 
mostly as a solution to the problems concerning "people", namely immigration issues. If 
so, how will "accounting", which forms the foundation of free movement of “money 
(capital)”, be affected by Brexit? And how will the EU accounting system be transformed 
by this impact?  
This paper, which focuses on the altered EU accounting system as a result of Brexit, will 
illustrate that the change can be traced back to the introduction of “true and fair view” 
concerning the British participation in the European Communities in 1973, and to the 
notion of 'public interest', one of the requirements of IAS application, or can be 
attributed to, in short, the diversity of accounting framework, which arose in the 
reconciliation of Anglo-Saxon and European Continental accounting models . 
 
Keywords:  
Brexit, EU accounting system, diversity of accounting framework, EU public interest, 
reconciliation of Anglo-Saxon and European Continental accounting models. 
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[論 文] 
マネジメント・コントロールと会計情報システム 
中原 國尋 
 
要約 
組織階層の中で行われるマネジメント・コントロールに必要な情報は企業内で作成され、
管理者はその情報に基づいて意思決定する。マネジメント・コントロールの考え方について
は⻑い間にわたって研究が進められているが、情報システムに関するテクノロジーが変⾰
している中で、情報の作成方法が大きく変わっていくことが想定される。 
またマネジメント・コントロールは、内部統制の一部を構成するという理解もできるため、
マネジメント・コントロールに影響を与える組織文化と内部統制のフレームワークとの関
係を整理することで、企業が有する組織文化が、必要とされる情報やそれを生成する情報シ
ステムに影響を与えることを明らかにする。 
本稿では上記のような課題意識を踏まえて、マネジメント・コントロールの意義を再検討
するとともに、組織文化がマネジメント・コントロールに与える影響、必要な情報の内容に
応じた情報システムの企業内での取り扱いについて検討を進めたものである。 
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はじめに 
企業の事業活動は経営意思決定に基づくが、組織の意思決定に基づく事業活動が適切に
実行されているのかについては、組織の階層ごとにコントロールしていくことが必要であ
る。Anthony は、トップ・マネジメント、ミドル・マネジメント、ロワー・マネジメントの
三階層としたうえで、それぞれが戦略的計画、マネジメント・コントロール、オペレーショ
ナル・コントロール（タスク・コントロール）の役割を担うと整理した。 
その後、マネジメント・コントロールに関する多くの議論が展開されているが、変化が激
しく、グローバルに影響が及び、不確実性の高い現代の企業経営においても、普遍的である
この考え方を前提とした企業経営のコントロールは機能すると考えられる。トップ・マネジ
メントの戦略的計画により組織の方向性を決定し、ミドル・マネジメントは戦略的計画を実
現するために業務担当者が適切な業務活動を行えるようにマネジメント・コントロールす
るのである。マネジメント・コントロールは、ミドル・マネジメントが直感的に行うのでは
ない。意思決定を行うために必要な情報をどのよう設計し、適切なタイミングで入手するの
かが重要であり、それは企業における情報システムを用いた業務設計に依存することになる。 
本稿では、まず、伝統的に議論されているマネジメント・コントロールの考え方を改めて
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